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※収支報告書は、提出されたものがそのままインターネット上において公表されます.

!、

ノ

※該 当す る区分 にF!」 を付 す こ と。

政 治 団 体 の 区 分

一

1

選挙羅 訟
29.2113

吾遜管第 号
支 報 告 書(平 成28年 分) .

口 政党の支部 口 政 党

凹 礫 螺務治団体[コ 政治資金団体

□鶴 響 治団 ロ畿糠 菱鵬 体

(ふ りが な)(お かじまかずまさねっとうえいぶ')

1政 治 団 体 の 名 称 岡島 一正ネッ トウェイブ'

2主 た る事 務 所 の 所 在 地 千 葉 県 市 原 市姉崎395,
凸、

3代 表 者 の 氏 名 岡島 ㌍ 正'

4会 計 責 任 者 の 氏 名 片岡 武豊 一

活 動 区 域 の 区 分

口2以 上の都道府県の区域等

回 同一の都道府県の区域内

資 金 管 理 団 体 の 指 定 の 有 無
「問合せ 先 、

片岡 武豊(担当者)

国 会 議 員 関 係 政 治 団 体 の 区 分 [コ 無

回 有(政治資金規正法第19条 の7第1項)

回 第1号 に係 る国会議員関係政治団体

回 第2号 に係 る国会議員関係政治団体

・公職の候補者の氏名 岡島 一正

(以 下 指 定 「有 」の場合 のみ記載)

・公職の種類 衆議院小選挙区

080-1149-9586(電話)
(該当する方に0→)(候 補者)

出簑金篁響男箆磐届 岡島 一正
・公職の種類 衆議院小選挙区

㌦ ノ (該当する方にO→)(候 補者)

・国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間

回1年 を通じて適用

口 対象年の途中での適用の異動あり

(「異動あ り」の場合のみ以下を記入)

平成27年1月1日 から 平成 年 月 日 まで

r¶ ㍉

【留意事項】

国会議員関係政治団体については,1万 円

を超える支出を記載 し、コピー機により複写
`し た領収書の写 しを添付すること

。
なお,す べての領収書を保管すること。

、 ノ

・資金管理団体の指定の期聞

図1年 を通じて適用

口 対象年の途 中での適用の異動あり

(「異動あ り」の場合のみ以下を記入)

平成 年 月 日 か ら 平成 年 月 日 まで

注意

(1)こ の表紙に記載する内容は、問合せ先の欄を除き、政治団体に関して届出た

内容と一致すること。

(2)記 載Lた内容を訂正する場合は、会計貴任者の押印が胚要です。

(3)提 出にあたっては、記載されたページのみ提出してください。

一一 ■.閣.

(下欄は選挙管理委員会が記載。政治団体は何も記載 しないこと)'

団体 コー ド 年分 届出年月日 翌年への繰越金 ∀
△

ρ?
ゴ

3ぢ 臼2、 り02、 宕 2.り 0 乞 1 3 ¥o〆



r㍉ へ 1

収 支 の 状 況
注意:収 支がない団体 にあって も、本表 と表(そ の17)及 び表(そ の20)官 哲書は提 出 しなけれ ばな らない.

全団体必要
(その2)

1.収 支 の紹 括 表

(1)収 入 総 額(①+②)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 1 0 ベ ド154100δ !

〆①(前 年 か ら の 繰 越 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 2 0 }1331858
②(本 年 の 収 入 額 一囚+回+回+回+回+回+回)・ ・ ・ … 一 ・ 0 3 0 }-2α142

(2)支 出 紹 額(表(そ の13-Dの 合 計 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 4 0 {}541000
(3)翌 年 へ の 繰 越 額((1)一(2))・ ・ …b・ ・ ・ ・ … 0 5 0 {}10
2.収 入項 目別金額 の内訳 ※収支がない場合であっても、010～050の 欄 にはすべて記入す ること。一小

(1)個 人の負担する党費又は会費

金 額 囚 ・ ・ 一 一 一 ・ ・ 一 一 一 ・ 一 ・ 一 ・ 一 ・ 0 6 0
+億{百 万ド16

員 数 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 7 0 }}1σ

(2)寄 附

ア 寄 附(イ を 除 く 。)の 区 分 行 番 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附 0 8 0 讐 莇{2b掴 屋 1内 訳を表(そ の7H1)へ 誠 すること・

〔 う ち 特 定 寄 附 〕 0 9 0 lilO
■
圏

(イ)法 人 そ の 他 の 団 体 か ら の 寄 附 1 0 0 1 10 ■ 内訳 を表(そ の7-2)へ 記 載す る こ と
。

(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附
■■聞置■■■巳一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

小 計(ア)十(イ)十(ウ)

1
-一 一 一 一

1

1

2

0

0

國 閏 隔 ■ ■-P■ 一 一

1

】0
-_ロ 國}騨■一一__

201142

縄

■

内訳 を表(そ の7-3)へ 記 載す る こ と。

嗣 繭:五嗣 署甚議 霧:乱 一

〔寄附の うち寄附 のあっせ んによるもの〕 1 3 0 1 }0
■

'内 訳 を表(そ の8)へ 記載す ること
。

イ 政 党 匿 名 寄 附 1 4 0 1{】0
■
内訳 を表(そ の9)へ 記載す ること。

合 計 回(ア+イ) 1 5 0 1{20!142 博

※ 「特定寄附」とは、候補者等が、政党から受けた政治活動用資金を自己の資金管理団体に寄附したものをいう。

※ 「政党匿名寄附」とは、政党が街頭や講演会等で受けた一件千円以下の寄附をいう。 全団体必要
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一 ぜ

(その7-1)個 人

(7)寄 附 の 内 訳(個 人) 寄 附 者 の 区 分 個 人

寄 附 者 の 氏 名 金 額 年月 日 住 所 職 業 備 考
十億 莇} 千{ 円

岡島 一正 i{20掴2 28.2.5 千葉県市原市姉崎395 会叡圏
1{1
}{1
}ll
;ll
{Ii
{Il
{II

旨

lI;
IIl
il}
1}1
}};
}}!

8 0 0 こ の 頁 の 小 計 ;20掴2
〉 ※ 下記注意(1)参 照。

〉 ※ 数ページに及ぶ場合 には、最後のページにのみ 「合計」を記入すること。

「特定寄附」)に は 氏名の前に ㊥ と記載すること。

8 1 0 そ の 他 の 寄 附 {{0
9 0 0 合 計 i}201142
注意(1)年 問5万 円以下の寄附を受けた場合 には、合算 して 「その他の寄附」欄に記載 してもさしっかえない。
ただし、租税特別措置法の規定の適用を受けたい場合は、寄附者ごとに記載すること。
(2)同一の者から害附を数回受けている瑠合には、

(3)候補者等が政党か ら受けた政治活動用資金を自己の資金管理団体に寄附 した場合(
必ず最初に合計額を記載 し、次の行からその内訳を認載すること。
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◎ ◎
(その13-1)

3.支 出項 目別金額 の内訳

ウ

(1)支 出の鴛括表

一

v

項 目 金 額 備 考

1経 常 経 費 噸 萌 千E円
」

■一

(1)人 件 費 0 1 0 {;
■

0
(2)光 熱 水 費 0 2 0 1{ 0

●

(3)備 品 ・ 消 耗 品 費 0 3 0 ↑{10
(4)事 務 所 費
ヒー 一 ■國■■一 ■■幽■-1■ ■匡一 幽■■r-一 一 一 一 一 一1■ ■■一 ■■■一 一 一 一 一

小 計((1)～(4))

0

8

40
-一 圏■■隔

00
一

{541000■■購■■咀■■■曽一 一 一 一 一 一 ■■■「■幽■■一 一 一 一

54」000
■ ■ 國 口 口 ■■腫一 一 一 一 一 一1■ 幽噛舳■■r-一 一 一 ■幽印■一 一 一__

2政 治 活 動 費 +億1司 干[円

■一

(1)組 織 活 動 費 0 5 0 ↓{ 0
(2)選 挙 関 係 費 0 6 0

凸 0 」

(3)機 関 紙誌 の発 行 そ の他 の事 業 費 ※ 0 7 0 10 尋

丙

醒

ア 機関紙誌の発行事業費 .0 8 0 io ■

■
■

■

一

凸

※(080)行 か ら(110)行 の合 計 を、

(070)行 に記 載 す る こ と

イ 宣伝事業費 0 9 0
'↓;lo

ウ 政治資金パーティー開催事業費 1 0 0 110
エ その他の事業費 ・ 1 1 0 ;10

(4)調 査 研 究 費 1 2 0 {0
(5)寄 附 ・ 交 付 金 1 3 0 } 0
⑥ そ の 他 の 経 費
1-一 一1■ ■■置1■■■綱■■圏一 一 一 一 翼■■闇一1■ ■唱一 ■■■■■■圃■巳■印■■一 ■■■ 一 一 幽■■噛一 一

小 計((1)～(6))

1

8

40
-一 一

〇1
]

!ロ ー 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一

}{

0

0
扁 一 幽■嘘一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 圏■■一 一 圏■■騨幽■一 一 一 一 一 一

うち本部 ・支部間の交付金合計 円

合 計 9 0 0 《 1541000 ←(800)行 と(801)行 の合 計 を記 載 す る こ と,一

」

注意 支出が存在する揚合は、下表に従い必要書類を添付すること(詳細は表(その14)、(そ の 正5-1)及び(その15-2)の 注意書きを参照.

団体区分 個別に記載する金額 軽常蓬費内鼠書{その14) 蒙治濫勤費内課書{その15-1} 或治活翁費内素書(その152}

本部又は支部に対して供与 し
た交付金に係る支出がある場

合は、(そ の16)を 添付する
こと。

国会議員関係政治団体 1件1万 円を超える支出 、財 必要

必要
政治資金パーティーを

闘催した場合に必要

=一 棲により

上記以外の政治団体

倣覚・甕鑛 庫体・鶴}
琳5万 円以上の支出・壌 ヒ灘 　悪.

※資金管理団体は必要一



幽

Ir㍉
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'

(そ の14-3)

!一 ＼
、
1

_一げ/

資金管理団体 ・国会議員関係政治団体用

●

(2)経 常軽 費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項目別区分 事務所費(事 務管理費)

支 出 の 目 的
来具体的に記入す石ごと.

金 額 年 月 日
支出を受 けた者 の氏名
(団体にあっては、その名称)

支 出 を 受 け た 者 の 住 所

.(団体にあっては、主たる事務所の所在地)
備 考

十偉 、 筋1 干1 円

収支報告監査費用 i541000 28.2.9 木村総合法律事務所 干粟県干栗市甲央区中央4-16-1
建設 会館 ビル5F

i
I
i
l

卜

{1
1 {
1 1
1'i

こ の 頁 の 小 計 I
I 541000

〉※政灘 瑠 會籍 嬰譜 蟻芒準臨 耀 鷺あ喬灘 ρ
欄 に記載す る こと(領 収書 の写 しも不要)。
なお 、国会議員関係政治団体はすべて の領収書 を保 管する こと。

それぞれ別葉として作成すること。

」に振込明細書の写しを添付して提出すること。

そ の 他 の 支 出 1 io
合.計 l

I

7541000

注意(1)経 常経費(人 件費を除く。)の 支出があれば、必ず本表の提出が必要である。

(2)項 目別区分は、 「光熱水費」、 「備品 ・消耗品費」、 「事務所費」 とし、

③ ①国会議員関係政治団体:1件 当たりの金額がユ互巴超の支出について記載し、コピー機により複写 した領収書の写 しを添付すること。

②それ以外の政治団体:1件 当た りの金額が5万 円以上の支出について記載し、コピー機により複写した領収書の写 しを添付すること。

④ 領収書を徴 し難かったものについては、 「領収書等を徴 し難かった支出の明細書(別 添第8号 様式)」 を提出すること。

(5)金融機関等への振込による支出は、 「振込明細書に係る支出目的書(別 添第8号 様式の2)
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_

(その17)資 産 等 の 状 況

1資 産等の鴛括表

全団体必要

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分
1416

有 ※注③参照
呂B

無 備 考

ア 土 地 0 1 0 [コ 回

イ 建 物 0 2 0 口 回

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 0 3 0 口 回

工 取 得 の 価 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 0 4 0 口 回

預 金(普 通預 金及 び 当座 預金 を除 く。)若 し くは貯 金(普オ
通貯金 を除 く。)又 は郵便貯金(通 常郵便貯 金 を除 く。) 0 5 0 口 回

力 金 銭 信 託 0 6 0 口 回

キ 有 価 証 券 0 7 0 [コ 、 回

ク 出 資 に よ る 権 利 0 8 0 口 図

ケ 貸付 先 ご との残 高 が100万 円 を超 える貸 付金 0 9 0 口 回

コ 支 払 わ れ た 金 額 が100万 円 を 超 え る 敷 金 1 0 0 [コ 凹

サ 取 得 の価 額 が100万 円を超 え る施設 の利 用 に関す る権利 1 1 0 口 図

シ 借 入先 ご との残 高 が100万 円 を超 える借 入金 1 2 0 口 図

注意(1)す べての団体が提出するものであること。
② 団体 としての資産等について記載す るものであ り、全ての項目について有 ・無のいずれかに 「!」を付すこと。
③ 「有」欄に1を 付けた資産等については、その内訳を表(そ の18)に 記載すること。

全団体必要



哩

(そ の20)

◎

宣 誓

、

書
1全団体必要

添 付 書 類(別 添のとお り)

回領収書等の写 し

回政治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

※添付 した書類 の 「□」に 「1」 を付す こ と。

平 成29年Z月

岡島一正ネ ッ トウェイ ブ

霧 日

この報告書は、政治資金規正法に従って作成 したものであって、真実に相違ありません。

政 治 団 体 の 名 称

会計責任者の氏名 片岡 武豊 塗
(以下は解散届提出時のみ記入)

(代 表 者 の 氏 名 ㊥)

※解散の場合は、解散届も必要となります。

1全団体必要1



政治資金監査報告書

! 平成29年2月13日

ρ

L 岡島一正ネ ットウェイブ

代表 岡 島 一 正 殿

登録政治資鑑査人 本 網 瀧 噸 講
第3398号登 録 番 号

研 修 修 了 日 平成22年2月15日

1 監査の概要

(1) 私は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の

r、 規定に基づき、岡島一正ネ ットウェイブの平成28年 に係 る法第12条 第

1項 に規定する収支報告書の全ての期間を対象 として、当該収支報告書

並びに当該収支報告書に係る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を

徴し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目的

書について、支出に関する政治資金監査を行 った。

(2) この政治資金監査は、第19条 の13第2項 の定め る ところに よ り政治

資金適正化委員会が定める 「政治資金監査に関する具体的な指針」(以

下 「政治資金監査マニュアル」 とい う。)に 基づ き行 った。

(3) 私の責任は、外部性を有する第三者 として、国会議員関係政治団体の

会計責任者の作成または徴収した収支報告書並びに当該収支報告書に係

る会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴 し難かった支出の明細書

等及び振込明細書について、政治資金監査マニュアル基づき政治資金監

査を行ったことを報告す ることにある。

L.1 (4) この政治資金監査は、岡島一正ネ ットウェイブの主たる事務所 におい

て行 った 。

2 監査の結果

私が実施 した政治資金監査の結果は、以下のとお りである、

(1) 法第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿、明

' 細書、領収書等が保存されていた。
'

尚、領収書を徴 し難かった支出の明細書等、振込明細書及び振込明細
'

書に係 る支出 目的書は存在 しなかった。

(2) 法第19条 の13第2項 第2号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿には、

当該国会議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載さ

れ、かつ、当該国会議員政治団体の会計責任者が当該帳簿を備えていた。

1



(3) 法第19条 の13第2項 第3号 に規 定す る事項 につい て、法第12条 第1

項に規定する報告書は、会計帳簿、明細書、領収書等に基づいて支出の

1 状況が表示 されていた。

' (4) 法第19条 の13第2項 第4号 に規 定す る事項 につい て、領 収書等 を徴

し難かった支出の明細書及び振込明細書に係る支出目的書は存在 しな

か っ た 。

3 業務制限

岡島一正ネ ッ トウェイブ と私 との間には、法第19条 の13第5項 の規定 に

違反 す る事実 はない。

また、岡島一正ネットウェイブと政治資金監査の業務を補助した使用人そ

の他の従業者 との間においても、同様である。

◎1
以上

叉.1

'

]

2


